
（参考）単位流用による教員免許状取得に必要な単位数（別表第１）

中学校教諭１種免許状（中１種免）を所持し、
小学校教諭２種免許状（小２種免）を

取得する場合

小学校教諭１種免許状（小１種免）を所持し、
中学校教諭２種免許状（中２種免）を

取得する場合

法令に定める必要
最低修得単位数
（小２種免）

小２種免取得のための
履修単位

法令に定める必要
最低修得単位数
（中２種免）

中２種免取得のための
履修単位

教科及び教科の指
導法に関する科目

１６ １６ １２ １２

教育の基礎的理解
に関する科目

６ ０
中１種免より流用【６】

６ ０
小１種免より流用【６】

道徳、総合的な学習の
時間等の指導法及び
生徒指導、教育相談
等に関する科目

６ ４
中１種免より流用【２】

６ ４
小１種免より流用【２】

教育実践に関する
科目

７ ２
中１種免より流用【５】

７ ２
小１種免より流用【５】

大学が独自に設定
する科目

２ ２ ４ ４

合 計 ３７単位 ２４単位
中１種免より流用【１３単位】

３５単位 ２２単位
小１種免より流用【１３単位】

※

※青字は、既に所有している中１種免又は小１種免許状の取得単位から、最低修得単位数に充てることができる単位数
※既に所有している中１種免又は小１種免の取得方法によっては、履修単位数が増加することがある
※「教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む。）」及び「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）」の
２事項を合わせた授業科目の単位を含む

単位修得を
要する科目

所有する免許状と
取得希望の

免許状
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令和２年度 小学校教員資格認定試験の見直しについて

○試験日程について、従来、第３次まで計６日間を要していた試験を第２次までの計３日間とし、試験日程についても待ち時間を短縮し、
受験者の負担を軽減する。なお、最終合格発表は、各教育委員会の採用日程を考慮し、これまで通り１月下旬とする。

○台風等の自然災害により試験が実施できない場合を想定し、予備日を設ける。
○会場数については、受験者数及び予備日・会場の確保を考慮し、全国２会場とする。

見直しの方針①（日程及び会場）

試験日程と試験会場の変更点

日数を減らし、受験生の負担を軽減
（６日間から３日間）

自然災害時には試験の中止としていた
運用を改め、予備日を設定

○本試験は、社会人等の教員免許未取得者や、既に他の学校種の教員免許を有する者が活動の場を広げようとする場合に、小学校教
諭二種免許取得の道を開く重要な仕組みであるが、近年、受験者の減少傾向が続いており、昭和48年の試験開始当初6,000人であった
受験者は令和元年度で780人となっている。

○また平成29年度の行政事業レビューにおいて、社会人等に門戸を開く試験として一層の活用が進むよう見直しの必要性が指摘された。
○これらの状況を踏まえ、本試験の実施業務を担当する独立行政法人教職員支援機構において、大学教授等の専門家からなる調査研
究プロジェクトチームを設け、チームと連携し検討を進めてきた。また令和元年７月及び令和２年１月には中央教育審議会教員養成部
会においても検討を行った。検討を踏まえ、文部科学省において令和２年度試験の実施要領を決定し、３月頃に公表する予定。

○見直しに当たり特に重視した点は、（ア）３次・計６日間にわたる試験の時間的負担等の軽減、（イ）知識・技能の確認より、教職への意
欲や学校教育における活用能力の確認を重視すること、（ウ）台風等により試験が実施できなかった場合を想定し予備日を設けることで
ある。

見直しの経緯と方向性

第１次試験（９月中旬） １日間※

第１次試験予備日（９月下旬）
・全国２箇所（東日本と西日本を予定）

第２次試験（実践的指導力に関する試験） （11月下旬） ２日間※

第２次試験予備日（実践的指導力に関する試験） （12月初旬）
・全国１箇所（茨城県つくば市教職員支援機構）

合格発表（１月下旬）

※土日の実施

※土日の実施

第１次試験（９月上旬） ２日間※

・全国６箇所の大学

第２次試験（10月中旬） ２日間※

・全国５箇所の大学

第３次試験（指導の実践に関する事項に係る試験）

（11月中旬～下旬）２日間※

・全国５か所の大学附属小学校

合格発表（１月下旬）

※平日の実施

※土日の実施

※土日の実施

（ 現 行 ） （ 見 直 し後 ）
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試験内容の変更点

第１次試験（１日間）
・択一式① 20問 70分

教職専門科目に関する試験

・択一式② 60問（10問×６教科） 180分
10教科のうち音楽、図画工作及び体育を２教科以上を含

む６教科を選択（１教科30分）

各教科の専門的内容及び学習指導要領の理解等に関す

る知識・技能を具体的な授業場面に則して活用する問題

・論述式① 2問 60分
１０教科のうち１教科を選択
各教科の専門的内容及び学習指導要領の理解等に関す
る知識・技能を具体的な授業場面に則して活用する問題

・論述式② 2問 60分
教育者としての使命感や責任感、児童理解等、教員として
必要な能力と適性の全般に関する論述試験

第２次試験（実践的指導力に関する試験） （２日間）
・指導案作成、模擬授業、グループ討議及び課題論
文作成等
コミュニケーション能力、教育者としての使命感や責任感
等、教員として必要な実践的指導力を評価する試験

第１次試験（２日間）
・択一式① 20問 70分
教職専門科目に関する試験

・択一式② 120問（20問×６教科） 300分
10教科のうち音楽、図画工作及び体育を２教科以上を
含む6教科を選択（１教科50分）
各教科の専門的内容及び学習指導要領の理解等に
関する知識を問う問題

第２次試験（２日間）
・論述式 ２問 60分
１０教科のうち１教科を選択
各教科の専門的内容及び学習指導要領の理解等に
関する知識を問う問題

・作画・演奏・運動等の実技試験
音楽、図画工作及び体育のうち第１次試験の択一式
②で受験した２教科
【例】図画工作：デッサン

音楽：ピアノ伴奏しながらの歌唱

体育：側転等のマット運動、バスケットボールの
フリーシュート、サッカーのドリブル

・口述試験 一人当たり５分
理想の教師像、効果的な教育方法等を問う

第３次試験（指導の実践に関する事項に係る試験） （２日間）
・指導案作成、授業観察、グループ討議等

コミュニケーション
能力や適性等を、
より実践に則した
形式で評価

知識や技能を問う試
験から、実践的指導
力を問う試験へ

内容を精選、
待機時間を解消、
試験時間を短縮

○試験内容について、知識・技能の評価から、それらを具体的な授業場面に即して活用する力を評価する問題に転換する(択一式、論述式)。
○コミュニケーション能力や教員としての適性を、より実践に即した形で評価するため、従来の口述試験に代えて模擬授業及びグループ討議
等を実施することとする。

○筆記試験の実施方法を見直し、選択した教科以外の教科の試験が実施されていた間の待ち時間をなくし、受験者の負担を軽減する。

教科毎の試験であり、選択した教科の
試験まで待機する必要があるため、最
長15時間拘束される。

実技試験や口述試験では、自らの順番
まで待機する必要があるため、最長９時
間拘束される。

全教科の問題を一斉配布し、その中か
ら選択することで、待ち時間がなくなる。

見直しの方針②（試験内容・方法）

（ 現 行 ） （ 見 直 し 後 ）

実技試験や口述試験での待ち時間
がなくなる。
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■教科の専門的内容と指導法を一体的に学ぶことを可能とする
「教科及び教職に関する科目」に大括り化

必要単位数が法律に規定されており、新たな教育課題が生じても速やかな単位数の変更が困難

大学教員の研究的関心に偏った授業が展開される傾向があり、教員として必要な学修が行われていない

学校現場の状況の変化や教育を巡る環境の変化に対応した教職課程になっていない

教員養成に関する課題

教育職員免許法の改正
（平成28年11月）

教科及び教職に関する科目
教科の専門的内容と指導法を統合した科目など遺徳的な取り組みが実施可能となる

教育職員免許法施行規則の改正
（平成29年11月）

教職課程コアカリキュラムの作成
（平成29年11月）

■学校現場で必要とされる知識や技能を養成課程で獲得できる
よう、教職課程の内容を充実。

教職課程に新たに加える内容の例

・特別支援教育の充実 ・総合的な学習の時間の指導法 ・学校体験活動
・アクティブ・ラーニングの視点に立った授業改善 ・ICTを用いた指導法
・外国語教育の充実 ・チーム学校への対応 ・学校安全への対応
・学校と地域との連携 ・道徳教育の充実 ・キャリア教育 等

■全大学の教職課程で共通的に修得すべき資質能力を明確化
■英語については特に指導法、専門科目についても作成

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について
（平成27年12月中央教育審議会答申）

■教職課程の科目区分の大括り化 ■新たな教育課題等への対応するための履修内容の充実 ■教職課程コアカリキュラムの作成

全体目標
教科における教育目標等について理解し、学習指導要領の内容と背景となる学問
とを関連させて理解を深めるとともに、授業設計を行う方法を身に付ける。

一般目標 具体的な授業場面を想定した授業設計を行う方法を身に付ける。

到達目標

当該教科の特性に応じた情報機器及び教材の効果的な活用法を理解し、授業設
計に活用することができる。

学習指導案の構成を理解し、具体的な授業を想定した授業計画と学習指導案を
作成できる。

模擬授業の実施とその振り返りを通して、授業改善の視点を身に付けている。

全大学の教職課程の審査・認定
（平成30年）

■改正法令及びコアカリキュラムを反映した教員養成の体制が
確保されていることを、教職課程を置く全ての大学について審査

教科の専門的内容の例
・物理学 ・化学
・生物学 ・地学

教科の指導法の例
・学習指導要領における理科の目標と内容
・板書計画や指導案の作成 ・模擬授業

平成３１年４月１日から、認定を受けた1,283校の大学等の合計1万9,416課程で履修内容
を充実させた教育課程の開始

教職課程コアカリキュラムの例（各教科の指導法の場合）

教員養成に関する近年の政策動向について 参考
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学校におけるＩＣＴを活用した学習場面

文部科学省にて各教科等の指導におけるICT活用に係る研修動画の作成【令和２年度】

ＩＣＴ活用に係る研修動画等の作成について

4

参考

●教職員支援機構において、教員のICT活用指導力
の向上に向けた校内研修等に活用できる動画教材
「学校におけるICTを活用した学習場面：校内研修
シリーズ No76」を作成・公表【令和元年度】

https://www.nits.go.jp/materials/intramural/076.html



第５章
校務の情報化の推進

〇校務の情報化の目的

〇統合型校務支援システムの導入

〇校務の情報化の進め方

〇特別支援教育における校務の情報化

第４章
教科等の指導におけるＩＣＴの活用

〇教科等の指導におけるＩＣＴ活用の意義とその必要性

〇ＩＣＴを効果的に活用した学習場面の分類例と留意事項等

〇各教科等におけるＩＣＴを活用した教育の充実

〇特別支援教育におけるＩＣＴの活用

第２章
情報活用能力の育成

〇これまでの情報活用能力の育成

〇学習の基盤となる資質・能力としての情報活用能力

〇情報活用能力の育成のためのカリキュラム・マネジメント

〇学校における情報モラル教育

第３章
プログラミング教育の推進

○プログラミング教育の必要性及びその充実

○小学校段階におけるプログラミング教育

特別支援教育における教育の情報化 ※各章において特別支援教育関係の記述をしている。

第６章
教師に求められるＩＣＴ活用指導力等の向上
〇教師に求められるＩＣＴ活用指導力等 〇教師の研修 〇教師の養成・採用等

第７章
学校におけるＩＣＴ環境整備

〇遠隔教育の推進

〇先端技術の導入

第８章 学校及びその設置者等における教育の情報化に関する推進体制
○教育委員会及び学校の管理職の役割
○ＩＣＴ支援員をはじめとした外部人材など、外部資源の活用

第１章 社会的背景の変化と教育の情報化

○ＩＣＴ環境整備の在り方

○デジタル教科書やデジタル教材等

〇教育情報セキュリティ

〇ＩＣＴ活用における健康面への配慮

新学習指導要領においては、初めて「情報活用能力」を学習の基盤となる資質・能力と位置付け、教科等横断的にその育成を
図るとともに、その育成のために必要なICT環境を整え、それらを適切に活用した学習活動の充実を図ることとしており、情報
教育や教科等の指導におけるICT活用など、教育の情報化に関わる内容の一層の充実が図られた。

新学習指導要領の下で教育の情報化が一層進展するよう、学校・教育委員会が実際に取組を行う際に参考となる「手引」を作成。

作成趣旨

☞ https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_00117.html

✔ 新学習指導要領のほか、現時点の国の政策方針・提言、通知、各調査研究の成果、各種手引、指導資料等に基づき作成
✔ 現行の手引の内容を全面的に改訂・充実するとともに、「プログラミング教育」「デジタル教科書」「遠隔教育」「先端技術」
「健康面への配慮」などの新規事項も追加

✔ 各学校段階・教科等におけるICTを活用した指導の具体例を掲載
※本手引は新学習指導要領の実施時期を見据え、令和元年１２月時点で公表する
ものだが、今後、環境整備関連予算の具体的な方向性が示されることや、それを
受けたICT環境整備のロードマップの策定などが行われる予定であることから、
これらを踏まえた追補版を令和元年度末を目途に改めて公表する予定である。
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教育の情報化に関する手引 （令和元年１２月）の概要 参考

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_00117.html


１ 目 的

ＩＣＴを活用したわかる授業を展開するための手だて、特色ある教育課程の編成や学校課題解決のためのＩＣＴ活用
戦略づくり等、教育活動の質の改善を円滑に行うため、各学校や地域における学校教育の情報化を推進する指導者とし
て必要な知識等を習得する。さらに、研修後の成果活用を通して、１）学校教育の情報化に関する専門的知見を活用し
て組織的な取組を推進する力や、２）学校、地域の教職員の専門性向上を推進する力を修得した指導者の養成を図る。

２ 主 催 独立行政法人教職員支援機構（文部科学省共催）

３ 期 間 令和２年1月27日(月)～1月31日(金)【５日間】

４ 受講者 １００名

５ 受講資格

① 都道府県・指定都市・中核市教育委員会の指導主事及び教育センターの研修担当主事並びにこれに準じる者（学
校教育の情報化のための整備活動に関わる者を含む）

② 小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校並びに特別支援学校の校長、副校長、教頭、主幹教諭、
指導教諭及び教諭であって、各学校や地域における本研修の内容を踏まえた研修のマネジメントを推進する指導者
としての活動を行う者

③ 教職員支援機構の修了証書をもって単位認定を行う（予定を含む）教職大学院の学生（教職経験のある者に限
る）

６ 研修内容（講義・演習名）
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☞令和２年度は年２回に拡充予定

・新しい時代における学校教育の情報化
・新学習指導要領を踏まえた学校教育の情報化
・分かりやすい授業づくりのための教科指導におけるICT活用
・児童生徒の探究的・協同的な学習におけるICT活用
・情報活用の実践力を育む学習活動の設計

・プログラミング的思考の育成
・情報の科学的な理解を深める指導
・情報社会に主体的に参画する態度を育む指導
・各地域における学校教育の情報化推進の現状と課題
・学校組織マネジメントの視点に立った校務の情報化
・学校教育の情報化推進のためのICT戦略づくり

令和元年度 学校教育の情報化指導者養成研修について 参考



ＩＣＴ活用教育アドバイザー事業

教育の質の向上に向けて、全国の自治体における学校のICT環境整備の加速とその効果的な活用を一層促進するため、

各都道府県エリアをカバーした支援スタッフを配置し、自治体や教育委員会等からの相談に対応

【相談内容の例】

・ＩＣＴ環境整備（セキュリティを含む）に関する計画策定
・ＩＣＴ環境整備の仕様書作成・見積もり精査・調達実施
・ＩＣＴを活用した効果的な指導方法（遠隔教育、家庭学習等を含む）
・ＩＣＴを活用した指導に関する研修講師の紹介・派遣等研修の実施
・その他、ＧＩＧＡスクール構想の実現に関連して助言・支援が必要な内容

実施内容

実施体制

文部科学省

アドバイザリーボード

アドバイザー：
文部科学省が大学や自治体等の
有識者等を委嘱

委嘱

アドバイザー事務局

●アドバイザーの管理・派遣

●相談窓口の開設

●ＦＡＱや手引書等の作成・情報提供

●「ＧＩＧＡスクール構想の実現」全体の進捗管理

等

報告・連絡・相談委託

教育委員会など
学校設置者

①メール・電話等で相談

②、③
アドバイザー等が助言・支援

【相談の流れ】

① 教育委員会などの学校設置者が、アドバイザー事務局に相談内容を連絡（メール・電話等）

② アドバイザー事務局が、相談内容や地域に応じて、直接回答又はアドバイザーを選定し、教育委員会等に連絡

③ アドバイザー事務局やアドバイザーが、リモート（テレビ会議、電話等）や訪問により、教育委員会等に助言・支援

※助言・支援に係る教育委員会等の費用負担はありません。

参考
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GIGAスクールサポーター配置支援事業 令和２年度 補正予算額 １０５億円

【対象校】

国・公・私立の小・中・高校・特支等

【人材】
ＩＣＴ関係企業ＯＢなどＩＣＴ環境整備等の知見を有す
る者

【支援】
国立
補助対象：国立大学法人
補助割合：定額
公立、私立
補助対象：都道府県、政令市、その他市区町村等、学校法人
補助割合：１/２

GIGAスクール
サポーター
（４校に2人）

ICT支援員
（４校に1人の地財措置）
授業支援、日常メンテナンス等

外部人材の活用
専門性を活かした運用支援等

ICT環境整備の設計 使用方法周知工事や納品対応 使用マニュアル
（ルール）の作成

（GIGAスクールサポーターの業務例）

災害や感染症の発生等による学校の臨時休業等の緊急時においても、ICTの活用により全ての子供たちの学びを保証

できる環境を早急に実現するため、「1人1台端末」の早期実現や家庭でも繋がる通信環境の整備など、「GIGAスクー

ル構想」を加速することが必要であるが、学校の人的体制は不十分である。

このため、急速な学校ICT化を進める自治体等を支援するため、学校におけるＩＣＴ環境整備の設計や使用マニュア

ル（ルール）の作成などを行うICT技術者の学校への配置経費を支援する。

参考
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＜ＩＣＴ支援員の役割＞

学校における教員のＩＣＴ活用（例えば、授業、校務、教員研修等の場面）をサポートすることにより、ＩＣＴを活用した授
業等を教師がスムーズに行うための支援を行う。

①授業支援（授業計画の作成支援、ICT機器の準備、操作支援等）

②校務支援（校務支援システムの操作支援、HPの作成・更新、メール一斉送信等の情報発信の支援等）

③環境整備（日常的メンテナンス支援、ソフトウェア更新、学校や地域ネットワークセンター等のシステム

保守・管理、ネットワークのトラブル対応、ヘルプデスク等）

④校内研修（研修の企画支援、準備、実施支援等）

新学習指導要領に即した学びを実現していくためにはＩＣＴの活用が重要

・ＩＣＴを活用した教育を推進するためには、教師をサポートするＩＣＴ支援員が重要な役割を果たす。
・ＩＣＴ環境整備の状況や教員のＩＣＴ活用指導力は自治体ごとに異なっており、自治体の状況に応じてＩＣＴ支援員に求め
られる能力も多様化している。

＜ＩＣＴ支援員配置＞

＜ＩＣＴ支援員の必要性＞

＜ＩＣＴ支援員の具体的な業務例＞

ICT支援員について

・「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５ヶ年計画」（2018～2022年度）に基づき、４校に１人の割合でＩＣＴ支援員を配置
できる経費について地方財政措置が講じられている。
・地方公共団体で配置されているＩＣＴ支援員の数は平成30年度末で約2,300人※

※ただし、ＩＣＴ支援員の事務を、業務委託契約により実施している地方公共団体においては、ＩＣＴ支援員の人数を把握できないものもある。

○各種会議、研修においてICT支援員の必要性等について説明することで配置を促進
○ICT支援員の配置促進のための概要資料を作成・周知
○さらに、雇用形態や活用状況等の調査研究を行い、自治体がICT支援員を配置する際に参照、活用できる「雇用・
活用モデル」を提供し、配置の促進を図るための経費を令和２年度予算に計上。（情報教育指導充実事業４１百万円の一部）

＜ICT支援員の配置促進に向けて＞

参考
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